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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景と目的 

 少子高齢化の進展や人口減少社会の到来を受け、全国的に空き家等が増加し

ており、とりわけ、管理が不十分で荒廃化が進んでいる空き家等は、地震など

の災害時に倒壊による避難路の閉塞、放火や犯罪の温床等による治安の悪化、

悪臭の発生や害虫の繁殖等による公衆衛生の悪化、景観の阻害等、多岐にわた

る問題が懸念され、大きな社会問題となっています。また、このような空き家

等の増加は、地域の魅力を低下させるとともに、健全なコミュニティ維持への

影響が懸念されます。 

このような状況の中、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下、

「空家法」という。）が平成２７年５月に施行、令和５年１２月１３日には改

正空家法が施行、また、令和６年４月１日には所有者不明土地・建物の解消に

向け相続登記等の申請が義務化される等、国を挙げてこの問題に取り組んでい

るところです。 

本市においても令和元年に行った「朝霞市空き家等実態調査」（以下、「実

態調査」という。）の結果、空き家数は５３５件、その後も情報提供等により

適正な管理がされていない空き家は増え続けており、今後具体的な対策を進め

るため、「朝霞市空家等対策計画」を策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

 本計画は空家法の第７条に規定する空家等対策計画として策定し、本市の上

位計画である朝霞市総合計画や各種計画と整合を図りつつ、空家等に対する対

策の推進を図ります。 

各種計画との関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝霞市総合計画

朝霞市都市計画
マスタープラン

空家等対策の推進に
関する特別措置法

空き家条例

朝霞市空家等対策計画 朝霞市立地適正化計画

関連計画

（仮称）朝霞市
マンション管理適正化

推進計画

整合

整合

整合

整合
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３ 計画期間 

 計画期間は令和６年２月から令和１６年１月の１０年間とします。また、 

状況の変化により、必要に応じて見直します。 

 

４ 計画の目標 

 令和元年度に実施した実態調査では、朝霞市にある空き家等の数は５３５

件、現地調査で最も状態が悪いと判断されたＤ判定の空き家等（以下「Ｄ判定

空き家等」という。）は２７件あるとの結果となり、令和５年１２月末現在で 

１３件が、改善に至っておりません。 

これまで空き家改善のための対策をしてまいりましたが、主に、改善措置に

関する通知等に反応なく、改善されない空き家や、所有者や法定相続人が調査

の後も見つからない所有者不明空き家、未接道の空き家の対応が困難となって

います。 

本計画は、実態調査によるＤ判定空き家等や、対応困難な空き家を無くすこ

とを目標とし、管理不全な空き家を造らないための空き家対策を具体的に進め

ていきます。 
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第２章 現状と課題 

 実態調査から判明した現状と課題を、以下のとおり整理しました。 

 

１ 本市の人口と世帯の状況 

 本市の人口、世帯数は平成12年から平成27年まで増加傾向となっており、平

成12年から人口は、16,587人、世帯数は9,692世帯の増加となっています。住

宅総数が世帯数を上回る状況です。 

また、持ち家で暮らす単身高齢者世帯は、平成12年から平成27年にかけて世

帯数、割合ともに増加傾向となっています。一方、1世帯当たり人員は平成12

年から横ばい傾向となっています。 

 

■朝霞市の人口・世帯数・住宅総数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■朝霞市の持ち家で暮らす単身高齢者世帯と1世帯当たり人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項　　目 H12 H15 H17 H20 H22 H25 H27 H30

人口（国勢調査）（人） 119,712 - 124,393 - 129,691 - 136,299 -

世帯（国勢調査）（世帯） 49,745 - 52,253 - 56,732 - 59,437 -

住宅総数（住宅･土地統計調査）（戸） - 56,610 - 58,750 - 66,760 - 67,540

56,610（戸）
58,750（戸）

66,760（戸） 67,540（戸）

119,712（人）
124,393（人）

129,691（人）
136,299（人）

49,745（世帯） 52,253（世帯）
56,732（世帯） 59,437（世帯）
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世帯（国勢調査）

出典：国勢調査，住宅・土地統計調査

（人、戸） （世帯）

項　　目 H12 H17 H22 H27

持ち家で暮らす単身高齢者世帯（世帯） 977 1,709 2,264 2,862

総世帯数（世帯） 49,745 52,253 56,732 59,437

持ち家で暮らす単身高齢者世帯の割合（%） 2.0% 3.3% 4.0% 4.8%

1世帯当たり人員（人/世帯） 2.4 2.3 2.3 2.3

977 1,709 2,264 2,862

49,745
52,253

56,732 59,437

2.0%

3.3%

4.0%

4.8%

0.0%
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持ち家で暮らす単身高齢者世帯の割合
1世帯当たり人員（人/世帯）

（%、人/世帯）

出典：国勢調査

2.4（人/世 2.3（人/世 2.3（人/世

2.3（人/世

表１ 

表２ 

表３ 

表４ 

参考:国勢調査、住宅・土地統計調査 

参考:国勢調査 

参考:国勢調査、住宅・土地統計調査 

参考:国勢調査 
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(戸)

項目 H5 H10 H15 H20 H25 H30

昭和56年未満建築物 19,450(48.5%) 12,470(28.5%) 11,680(23.2%) 10,170(19.1%) 19,040(31.8%) 7,920(12.9%)

昭和56年以降建築物 20,680(51.5%) 31,210(71.5%) 38,660(76.8%) 43,210(80.9%) 40,780(68.2%) 53,270(87.1%) 
 

２ 朝霞市の住宅の状況 

本市の住宅は、一戸建住宅が平成5年以降から割合が少なくなり、直近の平

成30年度には29.3%となっています。一方、共同住宅については、平成5年から

平成10年で割合が高くなり、以降は横ばいとなっていましたが、平成30年度で

は、69.1%まで割合が高くなっています。 

建築時期別の住宅数は、平成5年以降昭和56年未満の建築物の割合は少なく

なり、直近の平成30年には、12.9%と、1割程度となっています。 

 

■建て方別住宅数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■建築時期別住宅数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.4%

32.8%

33.4%

32.5%

33.5%

29.3%
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0.9%

0.8%

1.4%

2.0%

1.4%

58.1%

66.2%

65.7%

65.9%

64.4%

69.1%

0.3%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

H5

H10

H15

H20

H25

H30

一戸建 長屋 共同住宅 その他

出典：平成30年住宅土地統計調査

(戸)

項目 H5 H10 H15 H20 H25 H30

住宅総数 40,130 43,680 50,340 53,380 59,820 61,190

一戸建 16,220(40.4%) 14,330(32.8%) 16,820(33.4%) 17,370(32.5%) 20,040(33.5%) 17,930(29.3%)

長屋 460(1.1%) 400(0.9%) 390(0.8%) 740(1.4%) 1,180(2%) 870(1.4%)

共同住宅 23,310(58.1%) 28,900(66.2%) 33,070(65.7%) 35,190(65.9%) 38,530(64.4%) 42,280(69.1%)

その他 130(0.3%) 50(0.1%) 60(0.1%) 80(0.1%) 70(0.1%) 120(0.2%)

※調査結果の数値は、四捨五入により住宅総数と内訳が一致しません。 

※割合の数値は内訳の合計値を分母として使用しています。 

※小数点第二位以下は四捨五入しているため、 

 構成比が 100％にならない場合があります。 

48.5%

28.5%

23.2%

19.1%

31.8%

12.9%

51.5%

71.5%

76.8%

80.9%

68.2%

87.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H5

H10

H15

H20

H25

H30

昭和56年未満建築物 昭和56年以降建築物

出典：平成30年住宅土地統計調査

表５ 

表６ 

表７ 

表８ 

参考:平成３０年住宅・土地統計調査 

8,680(14.5%) 

51,140(85.5%) 

  
14.5% 85.5% 

参考:平成３０年住宅・土地統計調査 

※小数点第二位以下は四捨五入しているため、 

 構成比が 100％にならない場合があります。 

参考:平成３０年住宅・土地統計調査 

参考:平成３０年住宅・土地統計調査 
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３ 朝霞市の空き家数 

平成30年住宅･土地統計調査（総務省統計局）における本市の空き家等は、

6,250戸であり、そのうち一戸建が1,180戸、長屋建・共同住宅・その他が

5,070戸となっており、平成15年からの推移をみると、その他の住宅の空き家

等が増加傾向にあります。 

 

■朝霞市の空き家数（住宅･土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 
 

■朝霞市の住宅総数・空き家等数・空き家率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

■朝霞市の空き家等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（戸）

総数 木造 非木造 総数 木造 非木造

二次的住宅 30 - - - 30 20 10

賃貸用の住宅 4,070 210 190 20 3,860 1,140 2,710

売却用の住宅 330 70 70 - 260 - 260

その他の住宅 1,820 900 900 - 910 260 660

合計 6,250 1,180 1,160 20 5,070 1,420 3,650

出典：平成30年住宅･土地統計調査

空き家等の種類 総数
一戸建 長屋建・共同住宅・その他

1　摘要表中に使用されている記号等は次のとおりとする。
 　「－」は調査又は集計したが該当数字がないもの、又は数字が得られないものを示す。
2　表の数値は、十の位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。
3　二次的住宅とは、別荘など、普段は住んでいない又はたまに寝泊りする人がいる住宅をいう。
4　その他の住宅とは、長期にわたって使用されていない住宅や取り壊す予定の住宅などをいう。
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（戸） （%）

（戸）

朝霞市 H15 H20 H25 H30

空き家総数 5,690 5,230 6,640 6,250

その他の住宅 860 810 1,590 1,820

売却用の住宅 230 410 550 330

賃貸用の住宅 4,380 3,960 4,480 4,070

二次的住宅 220 50 20 20

860 810
1,590 1,820230 410

550 330
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4,480
4,070

220
50

20
20

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H15 H20 H25 H30

その他の住宅 売却用の住宅

賃貸用の住宅 二次的住宅

5,690
5,230

6,640
6,250

出典：住宅・土地統計調査

（戸）

表９ 

表１０ 

表１１ 

表１２ 

参考:平成３０年住宅・土地統計調査 

参考:平成３０年住宅・土地統計調査 

参考:平成３０年住宅・土地統計調査 

参考:平成３０年住宅・土地統計調査 
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４ 朝霞市空き家等実態調査 

本市では、市内全域の空き家等について、現地調査、アンケート調査を実施

しました。 

（１） 調査対象建築物 

実態調査における調査対象建築物

は、平成３１年１月の水道情報データ

を用いて「閉栓又は水道の使用量が 0

㎥という状態が 6 ヶ月以上継続して

いる建築物、6ヶ月間で水道の使用量

が 1㎥未満の建築物」を調査対象建築

物としました。 

また、市で把握している、平成３１

年１月末までの空き家等管理台帳内

の空き家についても調査対象建築物

としました。 

■調査対象建築物の内訳 

 

 

（２） 調査概要 

実態調査は、調査対象として抽出

された空き家等候補について現地調

査を行い、居住の有無を確認し、居

住が無いもの（空き家等）について

は、老朽度、不良度判定等の調査を

実施しました。 

その後、所有者調査を実施し、空き

家の所有者に対して意向調査（アンケ

ート）を実施し、今後、空き家等につ

いて解体、売却のほか、利活用等の意

向を調査しました。 

■調査概略フロー 

   

水道情報データ
9,085件

市情報空き家
182件

水道情報データから
抽出された調査対象建築物

2,031件

現地調査対象建築物
2,213件

同一水栓番号の整理
集合住宅・業務系の整理

計画･準備 

机上調査 
空き家等候補抽出 

現地調査 

所有者意向調査 

空き家等台帳作成 
GIS データ作成 

現地調査図、現地調査票等の検討 

報告書作成 
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（３）老朽度、不良度について 

空き家等の老朽度、不良度については、特定空家等の状態分類（ガイドライ

ン）を参考に以下のように分類しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

老朽度、不良度の詳細な判定基準は、次項に示すとおり、（ア）から（シ）の

項目について判定を行いました。 

 

●（ア）～（オ）については、次頁に示した判定基準によりＡ～Ｄの判定を行

います。 

●（カ）～（シ）の項目については、該当の有無の判定を行います。 

 

なお、（ア）から（オ）に一つでもD判定があるもの又は（カ）から（シ）で

該当するもので、その程度が著しく近隣等への影響のおそれがある場合は、

「管理不全の空き家等」と分類しました。 

※管理不全の空き家等：「老朽度・不良度判定」で「D判定」または「その他

の項目」に該当する建築物 

 

■空き家等の老朽度、不良度基準 

判定 説明 

Ａ 
小規模の修繕により再利用が可能（又は修繕がほとんど必

要ない） 
利活用可能 

Ｂ 
やや維持管理不足であり、損傷もみられるが、当面の危険

性はない（多少の改修工事により再利用が可能） 

Ｃ 
ただちに倒壊や建築資材の飛散等の危険性はないが、維持

管理不足のほか、損傷・老朽化が著しいと思われる 

やや管理不全

な状態 

Ｄ 
倒壊や建築資材の飛散等の危険性があり、解体等の検討が

必要と思われる 

管理不全な状

態 

 

  

■特定空家等の状態（ガイドラインより抜粋） 

Ⅰ そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

Ⅱ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

Ⅲ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

Ⅳ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
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■老朽度・不良度判定基準（詳細） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(ア) 建築物の傾斜(全体)
A 　傾斜は認められない

B 　一部にたわみがみられる

C 　全体的にたわみがみられる

不明 　（コメント： ）

(イ) 基礎の状況
A 　異常は認められない

B 　一部にひび割れが発生している

　不同沈下がある

　基礎・土台の腐朽、破損、変形が目立つ

不明 　（コメント： ）

(ウ) 屋根の状況
A 　異常は認められない

B 　屋根ぶき材料の一部にずれがある（瓦ぶき屋根を除く）

不明 　（コメント： ）

(エ) 外壁の状況
A 　異常は認められない

B

不明 　（コメント： ）

(オ) 工作物等の状況
A 　異常は認められない

B 　看板、給湯設備、屋上水槽、バルコニー、手すり等の支持部分が多少腐食しているもの

C 　看板、給湯設備、屋上水槽、バルコニー、手すり等の支持部分が著しく腐食しているもの

D 　看板、給湯設備、屋上水槽、バルコニー、手すり等で落下の危険性が高いもの

不明 　（コメント： ）

（カ） 門・塀の状況
Ⅰ ○ 門、塀にひび割れ、破損が生じているもの、傾斜しているもの（目視で明らかなもの）

（キ） 擁壁の状況
Ⅰ ○ 擁壁のひびが著しいもの

（ク） ごみ等の放置の状況
○ 敷地内のごみで臭気の発生があるもの

○ 多数のネズミやハエが発生し、近隣住民の日常生活に支障があるもの

（ケ） 周辺景観と不調和な状況
○ 多数の窓ガラスが割れたまま放置されているもの

○ 立木が建築物の全面を覆うほど茂っている

○ 敷地内でごみが散乱、放置（山積みのまま）、投棄されているもの

（コ） 立木が原因による放置状況
○ 立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路･家屋等に大量に散らばっているもの

○ 立木が道路等にはみ出し歩行者等の通行を妨げているもの

（サ）動物が原因による放置状況
○ 空き家に住みついた動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生しているもの

○ 動物の糞尿その他の汚物が放置されているもの

（シ） 建築物等の不適切な管理状況
○ 門扉が施錠されておらず不特定のものが容易に侵入可能なもの

○ 土砂が大量に流出しているもの

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

D

C
　基礎にひび割れが目立つ

　屋根が著しく変形したもの又は穴が開いているもの
　屋根ぶき材料に著しい脱落があるもの
　軒の裏板、たる木等が腐朽している又は著しく脱落しているもの

D
　基礎がない、基礎・土台の腐敗・破損・変形が著しい
　シロアリ被害が著しい

C
　屋根ぶき材料に多少の脱落があるもの又は軒のたれ下がったもの（たわみ）
　（瓦ぶき屋根においては、瓦にずれが生じているもの）
　軒の裏板、たる木等の一部に脱落があるもの

D
　建築物に著しい傾斜が見られ、倒壊等のおそれがある
  　（建物の傾きが高さに比して概ね1/20を超える）

　一部にひび割れが発生している

木造 非木造

Ⅳ

Ⅳ

　ひび割れが著しい・崩落している

C
　外壁の仕上げ材料の剥落・腐朽・破損により下地の一
部が露出している

　外壁の仕上げ材料の錆びやひび割れが発
生している

D
　外壁の仕上げ材料の剥落・腐朽・破損により著しく下地
が露出しているもの
　壁を貫通する穴を生じているもの

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ

　ひび割れが発生しているが、危険性は認められない 　一部にひび割れが発生している

※判定基準については、国土交通省及び総務省の“「特定空家等に対する措置」に関する適切な

実施を図るために必要な指針（ガイドライン）”を参考に作成しました。 
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（４）その他の項目について 

その他の調査項目として、現地調査では以下の項目について、それぞれ判定

基準により調査を実施することとしました。 

 

・建築物の主用途 

建築物の用途については、以下の表の分類に基づき確認しました。 

 

■建築物用途分類表 

住
宅
用
地 

戸建住宅 戸建住宅 

集合住宅 

公団・公社・公営住宅、アパート、マンション、独身

寮、寄宿舎、家族寮、長屋、テラスハウス、タウンハウ

ス等 

商
業
用
地 

住商併用建築

物 
住居併用店舗・住居併用作業所付店舗 

店舗 

専用店舗（住宅を含まないもの）、デパ－ト、ス－パ－

マ－ケット、小売店舗、卸売店舗、ガソリンスタンド、

飲食店、公衆浴場、サウナ等 

事務所 
営業店舗（銀行、証券会社等）、新聞社、放送局、計算

センター、医師会館等 

工
業
用
地 

工場 
右記の専用工場、専用作

業所 

工場、作業所、生コン工場、

精米工場、自動車修理工場、

洗濯作業を伴うクリーニング

店 
住居併用工場 

右記の併用工場、作業所

併用住宅 

倉庫 

自動車車庫、駐輪場、(ただし事務所・住宅に付属してい

るものは含まない。)、パーキングビル、バスターミナ

ル、トラックターミナル、(上屋又は事務所を伴うも

の)、バス・タクシー・トラック車庫、倉庫、屋根付き資

材置き場、流通センター、配送所等 

そ
の
他 

付属屋 主建築物に付属している築物（物置、蔵等） 

その他 上記以外のもの 

・建築物の主構造 

建築物の構造については、木造・非木造を目視にて確認しました。 

 

・建築物の階数 

建築物の階数については、当該建築物の地上階を目視にて確認しました。 
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（５）空き家調査結果 

空き家現地調査の結果、空き家等は535件となりました。 

そのうち、管理不全の空き家等と判断された建築物は、65件（12.1％）とな

りました。 

また、管理不全の空き家等と判断された建築物の内訳は、老朽度、不良度が

A判定で20件、B判定で11件、C判定で7件、D判定で27件となりました。 

 

■空き家等総数及び割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■空き家等及び管理不全の空き家等 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※その他の項目は、老朽度・不良度判定基準（詳細）における（カ）～（シ）

を指す 

空き家等, 470件, 87.9%

管理不全の空き家等, 

65件, 12.1%

※住宅・土地統計調査の空き家数との乖離について 

（H30住宅・土地統計調査における空き家数：6,250 戸） 

住宅・土地統計調査は戸数ベースで調査しており、「長屋・共同住宅・その他」の空き家は、一戸が空き室と

なっていれば、計上されています。 

一方、本調査では、長屋、共同住宅は全室が空室であれば空き家等として計上しています。 

そのほか、一戸建てについても、同一敷地内に母屋があれば空き家等として計上しないようにしているため、

住宅・土地統計調査の空き家数とは乖離した結果となります。 

※小数点第二位以下は四捨五入

しているため、構成比が100％

にならない場合があります。 

※調査は令和元年 5月 1日時点です。 

(件)

空き家判定 件数 割合

空き家等 470 87.9%

管理不全の空き家等 65 12.1%

合計 535 100.0%

(件)

建築物の
老朽度、不良度

その他の項目
に非該当

その他の項目に
該当

総計

A判定 301 20 321

B判定 128 11 139

C判定 41 7 48

D判定 17 10 27

総計 487 48 535

老朽度、不良度において（ア）

から（オ）で 1つでもＤがある

もの、または（カ）から（シ）

に 1つでも該当するもの 
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５ 空き家等所有者へのアンケート調査 

（１）アンケート概要 

空き家等の所有者に対し、空き家等になった原因、問題点、維持管理状況の

ほか、今後の利活用の予定など、所有者のニーズを把握するために郵送による

アンケート調査を行いました。 

下図にアンケート調査フローを示します。 

 

■アンケート調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）アンケート期間 

アンケートの調査期間は下記のとおりです。 

 

アンケート調査期間：令和元年7月4日～令和元年8月30日 

 

現地調査結果における空き家等
535件

アンケート送付数
535件

回答あり296件
（回収率：55.3%）

回答なし
239件

居住・使用中等
160件

空き家
136件

固定資産情報による
所有者調査

アンケート発送日
令和元年7月4日

現地調査終了日
令和元年5月上旬



 

 

12 

 

（３）アンケート調査結果 

現地調査により、「空き家等の可能性が高い」と判断した建築物について、

固定資産税情報を基に所有者の抽出を行い、アンケートを送付しました。 

その結果、発送件数535件に対し、回収件数296件となり、回収率は55.3%で

した。 

 

■回答内容 
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６ 現状から見える課題 

（１）人口・住宅・世帯状況 

 

【課題】 

今後、見込まれる人口減少により、住宅需要が減少し、空き家化につなが

ることが懸念される。 

 

➡≪利活用や除却の推進≫ 

 住宅の利活用や除却等を推進し、空き家等が放置されない対策をしていくこ

とが必要。 

 

 

【課題】 

持ち家で暮らす単身高齢者が増加していること、核家族化が進行している

ことを考え合わせると、これらの所有者が施設への入所、死亡、転居した場

合、空き家化するおそれがある。 

 

➡≪高齢者世帯への周知・啓発≫ 

 高齢者世帯に対して空き家等に関する問題意識や知識を周知することが必

要。 

 

（２）空き家等の状況 

 

【課題】 

空き家等のうち、市場に流通せず潜在的に管理が不十分になりやすい「そ

の他の住宅」が増加傾向を示しており、管理不全の空き家等の増加につなが

るおそれがある。 

 

➡≪所有者への周知・啓発≫ 

 適正管理を促すため、空き家等所有者に対して、空き家等に関する問題意識

や知識を周知することが必要。 

 

➡≪民間等の関係団体との連携≫ 

 所有者等が、空き家等を管理できない等で、長期間にわたり空き家等が放置

されないよう民間等の関係団体と連携し、相談窓口の充実や市場への流通促進

等の対応が必要。 
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（３）空き家等実態調査（現地調査）の結果まとめ 

 

【課題】 

・本市には、５３５件の空き家等があり、そのうち６５件が管理不全の空

き家等である。 

・空き家総数、空き家率ともに、東武東上線以南で比較的高い地域が多く

みられる。 

・利便性が高い朝霞駅周辺や朝霞台駅周辺においても、空き家率が高い地

域がみられる。 

・管理不全の空き家等は、根岸台７丁目と幸町２丁目に多く分布してい

る。 

・空き家等の約２割は、建築物を建てる際の要件である接道義務を満たし

ていない可能性があり、溝沼６丁目、幸町１丁目、溝沼５丁目、本町２

丁目といった東武東上線より南側の地区に多く分布している。 

 

➡≪管理不全空き家等への対応≫ 

利活用が見込めない空き家等への対応が必要。 

周辺へ悪影響を及ぼすおそれのある空き家等への早期対応が必要。 

 

➡≪地域特性に応じた対応≫ 

 空き家等の状態に応じた個別の対応だけではなく、それぞれの地域における

まちづくり政策と連携が必要。 

 

➡≪法律上問題のある空き家等への対応≫ 

 再建築できない空き家等への対応が必要。 
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（４）令和元年１２月の空き家等所有者へのアンケート調査の結果まとめ 

 

【課題】 

空き家等の所有者の移住や施設への入所、死亡及び相続が契機となり、 

空き家になりやすい。 

 

➡≪市民への周知・啓発≫ 

 市民に対して空き家に関する意識や、相続や利活用に関する知識を周知して

いくことが必要。 

 

【課題】 

・空き家等の所有者は高齢者が多く、所有者の約３割の人は維持管理を行

っていない。 

・空き家等の維持管理ができない主な理由は、身体的・年齢的な問題や、

時間が取れないため、遠隔地に居住しているためであり、維持管理する

意思はあるものの、実際には行っていない所有者が多い。 

 

➡≪空き家等の所有者への支援整備≫ 

 空き家等の維持管理する意思はあるにもかかわらず、身体的な問題や距離の

問題等で維持管理ができない所有者への対応が必要。 

 

【課題】 

・空き家等の所有者が主に困っていることは、荷物の整理や庭の手入れが

できないこと、解体や改修費用の工面ができないこと、相談場所がわか

らない等。 

・空き家等の今後の利活用について、賃貸を希望する所有者が非常に多

い。 

・空き家等の今後の利活用について、行政や公的団体による利活用を希望

する所有者も一定数いる。 

・行政の支援について、主に総合相談窓口の設置や解体・改修費用への支

援を希望する所有者が多い。 

・賃貸として活用するための支援を希望する所有者も一定数いる。 

 

➡≪解体や改修への支援、不動産市場の活性化≫ 

 空き家等の解体や改修への支援が必要。 

 賃貸住宅市場の活性化が必要。 
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第３章 空家等対策の基本方針 

１ 基本方針 

現状及び実態調査の結果を踏まえ、空家等の状態に応じた対策を行うため、

(1)【予防・発生抑制】、(2)【活用促進】、(3)【適切な管理】、(4)【措置】

の基本方針を立て、空家等施策を進めます。 

 

 基本方針 

 

 

 

 

 

 

２ 空家等に関する対策の対象区域 

朝霞市における空家等に関する対策の対象区域は、市内全域とし、空家等

対策を行います。区域の状況に応じた対策が必要となった場合は、計画の変

更等を検討します。 

 

３ 対象とする空家等の種類 

（１）空家等 

計画の対象を空家法第２条第１項の「建築物又はこれに附属する工作物で

あって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷

地（立木その他の土地に定着する物を含む。）」と同様の定義とします。 

 

（２）特定空家等 

  空家法第２条第２項の「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な

管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺

の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認

められる空家等」と同様の定義とします。 

 

（３）管理不全空家等 

  空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定

空家等に該当することとなるおそれがある状態にあると認めるときは、当該

状態にあると認められる空家等を管理不全空家等とします。 

 空家等の発生 
適正に管理されて 

いない空家等 

 

(1)予防・発生抑制 

(2)活用促進 

管理不全空家等、 

特定空家等 

(3)適切な管理 (4)措置 
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４ 実施体制 

（１）朝霞市空き家等の適正管理に関する庁内連絡会 

 空き家等が管理不全な状態になることを防止し、また、その解消を図るた

め、当該空き家等の所有者等を支援する体制として設置されている庁内連絡会

により、関係課が相互に緊密な連携及び協力を図り、多角的に検討します。 

 

【庁内連絡会の委員構成と役割】 

 役割 

課税課 固定資産税調査に関すること 

地域づくり支援課 自治会、町内会の支援に関すること 

環境推進課 草木の繁茂に関すること。害獣、害虫に関すること 

まちづくり推進課 都市計画に関すること 

開発建築課 

（所管課） 

空家等に関する総合的な業務に関すること 

空家等対策計画に関すること 

管理不全空家等や特定空家等の措置に関すること 

朝霞市空き家等の適正管理に関する庁内連絡会や特定空家等

の措置に関する協議等を行うための組織の運営に関すること 

危機管理室 防犯に関すること 

 

（２）特定空家等の措置に関する協議等を行うための組織体制の整備 

 管理不全空家等、特定空家等の勧告や代執行等に関することを協議するため

の組織体制の整備を検討します。その際、委員は外部の学識経験者等を含める

ことなどを検討します。 

 

５ 空家等の調査に関する事項 

 実態調査による結果を活用し、空家等の対策に取り組んでいきます。今後状

況の変化に応じて、調査の実施を検討します。 
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第４章 空家等対策の具体的な施策 

１ 基本方針に合わせた具体的な施策 

 基本方針に合わせ、空家等の問題解消に向けた対策を進めていきます。空家

等の状況や、法改正等に応じて、変更を検討していきます。 

 

（１）【予防・発生抑制】 

適切な管理がされていない空家等の解消 

① 所有者等への個別通知 

② 住民等からの空家等に関する相談への対応 

③ 納税通知と合わせたチラシの送付 

④ 「終活」としての空家等対策の重要性・空家リスク等の意識啓発・ 

働きかけ 

⑤ リバースモーゲージ等の制度周知 

⑥ 国庫補助を活用した活用困難な空家等への除却等支援の検討 

 

（２）【活用促進】 

空家等又は空家等跡地の活用の促進 

① 朝霞市空き家バンク制度の活用促進 

② 居住支援関連団体との連携 

 

（３）【適切な管理】 

空家等の適正管理の推進 

① 空家法改正に伴う制度周知 

② 空き家ワンストップ無料相談窓口の運用 

 

（４）【措置】 

管理不全空家等、特定空家等の措置 

① 庁内連絡会で検討する管理不全空家等、特定空家等、財産管理制度(※)

活用の判断・対応 

② 不利益処分を行う必要がある管理不全空家等、特定空家等への対応 

 

※財産管理制度…相続人等がいない空家等について市等が裁判所に申し立 

て、相続財産清算人等が財産の管理・処分等を行う制度 
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２ 【予防・発生抑制】 

適切な管理がされていない空家等の解消 

（１）所有者等への個別通知 

適切な管理がされていない空家等の所有者に対して、空家等改善措置の 

通知を行います。 

■本市の通知例 
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（２）住民等からの空家等に関する相談への対応 

 住民等から適切な管理がされていない空家等の情報提供があった場合、所有 

者等の調査を行い、通知や、状況に応じて訪問を行います。 

 

■本市の空家等対応のフローチャート 

 

 

反応なし

　※くり返す

法定相続人等判明

改善すべき点について説明、
空き家ワンストップ無料相談

窓口へ案内等

再度通知、訪問等

反応あり

固定資産税納付状況、
水道使用状況を照会し、
所有者（管理者）と、

空家等であるかどうか調査

所有者、
管理者あり

改善なしや
所有者等判
明せず

Ｐ３３のフローチャートへ

反応あり

適切な管理がされていない空家等対応フローチャート

自治体の戸籍関係課に
照会し、法定相続人等の調査

調査した所有者（管理者）へ
通知、電話連絡等

所有者、
管理者なし

現地調査し、適切な管理がさ
れていない空家等の状況確認

適切な管理がされていない
空き家等について、近隣住民

等から情報提供
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（３）納税通知と合わせたチラシの送付 

固定資産税納付通知へ空家等管理に関するチラシを同封し、周知してい 

くことで、適正管理の推進を図ります。 

 

■（例）本市の２０２３年に使用したチラシの抜粋 
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（４）「終活」としての空家等対策の重要性・空家リスク等の意識啓発・働き

かけ 

遺産相続に伴う手続き、権利関係を整理しておくことが住まいを空家等とし

ないことに繋がります。市で作成した「住まいの終活ノート」を周知し、活用

を促すことで、住まいの終活の働きかけをしていきます。 
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（５）リバースモーゲージ等の制度周知 

「リバースモーゲージ」や社会福祉法人社会福祉士会の行う「不動産担保型

生活資金」等の制度の周知を図ります。 

 

■（例）住宅金融支援機構「リ・バース６０」 
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（６）国庫補助を活用した活用困難な空家等への除却等支援の検討 

空家等の除却補助等、国庫補助を活用した支援を検討していきます。 

 

■空き家対策総合支援事業、空き家再生等推進事業概要 
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３ 【活用促進】 

空家等又は空家等跡地の活用の促進 

（１）朝霞市空き家バンク制度の活用促進 

朝霞市空き家バンク制度（令和３年４月より実施）への登録を推進し、空家

等の有効活用を促進していきます。 

■朝霞市空き家バンク制度 周知用チラシ 
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（２）居住支援関連団体との連携 

 居住支援関連の団体と協議、連携し、住宅確保要配慮者への支援を行い、 

空家等、空き室の有効利用につなげていきます。 

 

■（例）国土交通省の「民間住宅を活用した新たな住宅セーフティネット制度を

ご活用ください」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■本市の居住支援関連団体との連携 

 (公社)宅地建物取引業協会県南支部及び同協会所属不動産事業者、(公社)埼

玉県社会福祉士会、庁内福祉部局とともに、居住支援の相談に関することや、

新たに検討している制度等についての意見交換会を定期的に行っていきます。 
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４ 【適切な管理】 

空家等の適正管理の推進 

（１）空家法改正に伴う制度周知 

令和５年に空家法が改正され、所有者等の国、自治体の施策に協力する努力 

義務や、特定空家等に至る前の段階の管理不全空家等に対する指導・勧告措置

や、固定資産税の住宅用地特例の対象から除外される等、空き家の発生抑制や

空き家の除却に関する施策が取り入れられています。 

法改正に伴い、所有者等の責務が強化されたことから、制度の周知を図りま

す。 

 

■空家法改正概要 
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（２）空き家ワンストップ無料相談窓口の運用 

 関係団体との協定に基づき、空き家ワンストップ無料相談窓口（令和元年９

月より実施）を運用することにより、空家等所有者の相談について対応を行い

ます。 

■朝霞市空き家ワンストップ無料相談窓口 周知チラシ 
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５ 【措置】 

管理不全空家等、特定空家等の措置 

（１）庁内連絡会で検討する管理不全空家等、特定空家等、財産管理制度(※)

活用の判断・対応 

①空家法に基づく対応 

 市で把握した管理不全空家等及び特定空家等については、空家法に基づく

『指導・勧告・命令等』を実施します。 

 

②管理不全空家等、特定空家等についての検討 

管理不全空家等の『指定・指導』、特定空家等の『認定・助言・指導』につ

いては、国土交通省及び総務省の「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に

実施するための基本的な指針（基本指針）」、「管理不全空家等及び特定空家

等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライ

ン）」や、埼玉県空き家対策連絡会議の「特定空家等判定方法マニュアル」を

参考としながら、庁内連絡会で慎重に検討します。 

 

③財産管理制度(※)の活用 

老朽化等が進んでおり、調査の結果、法定相続人等の該当者がいない空家等 

については、庁内連絡会で検討の後、適正な処分に向けて手続きを進めます。 

 

（２）不利益処分を行う必要がある管理不全空家等、特定空家等への対応 

 管理不全空家等、特定空家等としての指導を行い、それでも適切な管理がな

されることがない場合、外部の学識経験者等を含める特定空家等の措置に関す

る協議等を行うための組織において、『勧告や、命令等』の措置の検討を行い

ます。勧告を行うと固定資産税の住宅用地特例の対象から除外されるため、慎

重に検討します。 

 

※財産管理制度…相続人等がいない空家等について市等が裁判所に申し立て、 

相続財産清算人等が財産の管理・処分等を行う制度 
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■本市の管理不全空家等、特定空家等対応フローチャート 

 

 

 

※財産管理制度…相続人等がいない空家等について市等が裁判所に申し立 

て、相続財産清算人等が財産の管理・処分等を行う制度 

 

所有者等あり、
著しく状態が悪い所有者等

あり

管理不全空家等、特定空家等対応フローチャート

適切な管理がされていない
空家等について、所有者調
査、所有者等へ通知等連絡

改善なし
や、所有者
等判明せず

改善なし

管理不全空家等への勧告の
検討

特定空家等への勧告、
代執行等の検討

庁
内
連
絡
会
に
よ
る
検
討

外
部
の
学
識
経
験
者
を
含
め
た

組
織
に
よ
る
検
討

管理不全空家等として
指定、指導

特定空家等として
認定、助言、指導

改善なし 改善なし

管理不全空家等及び
特定空家等の措置を協議

管理不全空家等及び
特定空家等の措置を協議

所有者等
なし

庁内連絡会で検討 財産管理制度(※)等活用
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